
                           通達甲（総．企．管）第８号 
                           平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

                           存   続   期   間 
  
各  所  属  長  殿  
 
                           総 務 部 長 
 
   警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の運用について 
 

 このたび、警視庁一般職非常勤職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平成２７年３月
３０日訓令甲第１７号。以下「規程」という。）が制定され、平成２７年４月１日から施行
されることとなったので、次の事項に留意し、運用上誤りのないようにされたい。 

   

記 

               

第１ 勤務時間及び勤務日数（第２条及び第３条関係）  

１ 所属長は、会計年度任用職員の勤務時間を割り振る場合は、午前５時から午後１０

時までの間に所要の時間を指定するものとする。  

２ 所属長は、規程第２条第２項の規定により、勤務時間について変更する場合は、総

務部長に上申し、その承認を受けるものとする。  

３ 会計年度任用職員（警視庁会計年度任用職員の任用等に関する規程の運用について

(平成２７年３月３０日通達甲（警．人１.企１）第２号。以下「任用通達」という。）

第１の１の（１）のイに規定するＭＰＤオフィスサポーター以外の職のものに限る。）

の勤務日数を割り振る場合において、１月の勤務日数が、任用通達第１の１に職に応

じて規定する１月の勤務日数と異なるときは、所属長は、別記様式第１号の「会計年

度任用職員の勤務変更上申書」により総務部長の承認を得なければならない。この場

合において、当該会計年度任用職員の任期を通じた総勤務日数について、当初の総勤

務日数と変更後の総勤務日数とが同一となるようにしなければならない。 

４ 会計年度任用職員（任用通達第１の１の（１）のイに規定するＭＰＤオフィスサポ

ーターに限る。）の勤務日数を割り振る場合は、休日（東京都の休日に関する条例（平

成元年東京都条例第１０号）第１条第１項に規定する休日をいう。）以外の日に割り振

るものとする。この場合において、１週の勤務日数が任用通達第１の１の（１）イに

規定する１週の勤務日数に満たないときは、その満たない日数については勤務日数を

割り振ることを要しない。 

第２ 超過勤務（第６条関係） 

  規程第６条の規定による超過勤務の命令は、警視庁警察職員勤務規程の運用について

（平成１２年３月２４日通達甲（総．企．管）第６号）別記様式第２の「超過勤務等命

令簿」により行うものとする。               

第３ 休暇の申請（第２９条関係）  

１ 規程第１０条及び第１３条から第２３条までに規定する休暇の申請は、警視庁警察

職員の休日、休暇等に関する規程の全部改正について（平成７年３月３１日通達甲（総．

企．管）第４号。以下「休日休暇規程運用通達」という。）別記様式第２の「休暇等実

施簿」により行うものとする。  

２ 短期の介護休暇の申請は、休暇等実施簿に休日休暇規程運用通達別記様式第３の２

の「要介護者の状態等申出書」を添付して行うものとする。  

３ 介護休暇の申請は、別記様式第２号の「介護休暇承認申請書兼処理簿（会計年度任

用職員）」により、介護休暇の申請事由の変更の届出は、別記様式第３号の「申請事由

変更届（会計年度任用職員）」により行うものとする。  

４   介護時間の申請は、別記様式第４号の「介護時間承認申請書（会計年度任用職員）」



により、介護時間の申請事由の変更届出は、申請事由変更届（会計年度任用職員）に

より行うものとする。 

５  子育て部分休暇の承認の請求は、別記様式第５号の「子育て部分休暇承認請求書（会 

計年度任用職員）」により、子育て部分休暇に係る子の養育状況の変更届出は、別記様

式第６号の「養育状況変更届（会計年度任用職員）」により行うものとする。 



 
 

別記様式第１号

上申（ ）第 号

年 月 日

総 務 部 長 殿

長

会 計 年 度 任 用 職 員 の 勤 務 変 更 上 申 書

職員番号

職 員

氏 名

職

理 由

勤務総日数月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
当 初 の

年 間 計 画
勤務日数

勤務総日数月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
変更に伴う

年 間 計 画
勤務日数

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



 
 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第２号

介護休暇承認申請書兼処理簿（会計年度任用職員）

所属 係 職 氏名

要介護者に
氏名 続柄等 年齢

関する事項

引き続く９３日の期間
年 月 日から 年 月 日まで

要介護者の

状 態 及 び

具 体 的 な

介護の内容

申請年月日 年 月 日 承認期間 年 月 日から 年 月 日まで

□ 引き続く９３日 □ 中途 承認日数 日

□ 更新（１回目）

□ 更新（２回目） 累計日数 日

年 月 日から □ 毎日 □ 全日

利用形態 □ 毎週 曜日 時 分から 時 分まで

年 月 日まで □ その他（ ） 時 分から 時 分まで

備 考

注１ 該当する□にレ印を付すること。

２ 太線枠内については、所属長が承認した後に記載すること。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



 
 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別記様式第４号

（表）

介 護 時 間 承 認 申 請 書（会計年度任用職員）

提出年月日 年 月 日

（所属長）

殿 係

職

氏名

次のとおり介護時間の承認を申請します。

氏 名
１ 要介護者に関

続 柄 等
する事項

生 年 月 日 年 月 日生

２ 要介護者の状

況及び具体的

な介護の内容

期 間 時 間

午前 時 分から
年 月 日から □ 毎日

時 分まで
□ その他

３ 申 請 期 間 午後 時 分から
年 月 日まで （ ）

時 分まで
及 び 時 間

午前 時 分から
年 月 日から □ 毎日

時 分まで
□ その他

午後 時 分から
年 月 日まで （ ）

時 分まで

４ 介護時間中の 午前 時 分から

育児時間又は 時 分まで

第１号子育て 午後 時 分から

部分休暇若し 時 分まで

くは第１号部

分休業

５ 備 考

注１ 育児時間又は第１号子育て部分休暇若しくは第１号部分休業を承認されている職員に対す

る介護時間の承認については、１日につき２時間から当該育児時間又は第１号子育て部分休

暇若しくは第１号部分休業を減じた時間を超えない範囲内で承認すること。

２ 該当する□にレ印を付すること。

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



 
 

（裏）

申 請 変 更 又 は 取 消 し を 行 っ た 日 時

時間数 所 属 長

月 日 区 分 月 日 午 前 午 後

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分

変 更 時 分から 時 分から 時間

取消し 時 分まで 時 分まで 分



 
 

 

 



 
 

 

 

 



 
 

 

 

 



 
 

 

 



 


